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研究成果の概要（和文）：本研究は、どのような心理学的要因が、退職に伴う高齢夫婦の生活習慣・健康状態の
変化に影響を及ぼしているのかを検証した。縦断調査の結果、健康の自己管理能力が生活習慣・健康状態の変化
に影響していること、就業状況の変化が生活習慣・健康状態の変化に及ぼす影響は顕著・頑健ではないこと、お
よび、生活習慣は夫婦で相互に関連していることが明らかとなった。また、ランダム化比較試験の結果、運動の
自己管理能力を高める支援を行うことで、運動行動を向上できることが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：This study examined influence of psychological factors on changes in health 
behaviors and health status after retirement among older adults. A longitudinal survey revealed that
 perceived health competence predicts changes in health behaviors and health status, the influences 
of working status on changes in health behaviors and health status are not predominant and robust, 
and health behaviors interact each other within married couples. A randomized controlled trial 
revealed that self-regulatory intervention can promote exercise behavior.  

研究分野：健康心理学

キーワード： 人間生活環境　行動学　老化　社会系心理学　地理情報システム（GIS）

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究で得られた知見は、健康行動変容技法の体系づくりに寄与する知見、高齢期の就業の健康影響の解明の一
助となる知見、および、生活習慣が配偶者などの他者に伝播していく過程の解明を進める起点となる知見と位置
付けられる点で、学術的意義を有すると判断できる。また、本研究で得られた知見は、高齢期の健康的な生活習
慣づくりの実践と直接的に関係するものであるため、社会的意義を有する知見であると判断できる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
高齢化が進む先進国において、高齢者の健康的な生活習慣づくりを支援し、健康寿命の延伸を
目指すことの社会的意義は明らかである。多くの人にとって、高齢期の健康的な生活習慣づくり
のターニングポイントは退職であろう。退職後に、健康的な生活習慣をつくることができるかど
うかが、その後の長期的な習慣や健康状態を左右すると想定される。また、退職は、本人のみな
らず配偶者の生活習慣にも影響を及ぼす可能性があるが、本人の退職が配偶者へ及ぼす波及的
影響は、よくわかっていない。 
 
２．研究の目的 
以上を踏まえ、本研究では、縦断調査とランダム化比較試験によって、どのような心理学的要
因が、退職に伴う高齢夫婦の生活習慣・健康状態の変化に影響を及ぼしているのかを明らかにす
ることを目的とした。 
 
３．研究の方法 
（１）縦断調査の方法 
①対象と手続き 
縦断調査は、事前調査（2017 年度）、1年後調査（2018 年度）、3年後調査（2020 年度）の計 3
回、いずれも郵送によって実施した。事前調査の対象は、神戸市灘区に居住する、平成 29 年 4
月 1 日時点で 64 歳、69 歳、74 歳の男性全員 2204 名と、男性と年齢が前後 10 歳以内の配偶者
1516 名を対象（男女合計で 3720 名）とし、該当者を同区の住民基本台帳より抽出した。 
1 年後および 3年後調査の対象は、事前調査の回答者のうち、今後の調査依頼の発送に同意の
得られた者とした。 
②主な調査項目 
健康状態（フレイル状況[Satake et al., 2016]、精神的健康[稲垣他, 2013]、主観的健康感
［単項目］）、生活習慣（運動行動[1 日あたりの平均時間]、食行動[熊谷他, 2003]、テレビ視聴
時間[1 日あたりの平均時間]）、生活習慣や健康状態に影響する可能性のある心理学的要因（健
康の自己管理能力[戸ヶ里他, 2006]、時間の自己管理能力[新たに作成]、未来展望[池内・長田, 
2013]、月 1回以上会う友人数[単項目]）、基本属性などとした。 
 
（２）ランダム化比較試験（介入）の方法 
①対象と手続き（図 1参照） 
 神戸市灘区において、新聞折込チラ
シにて介入参加者の募集を行った。な
お、募集に際しては、夫婦での参加を歓
迎する旨を明記した。参加への同意が
得られた高齢者に、2019 年 8～9月に事
前調査を行った後、即時介入群と遅延
介入群へ無作為に割り付けた。即時介
入群へは 2019 年 10 月より 10 週間、介
入を提供し、遅延介入群へは、これまで
通りの生活を送るよう依頼した。即時
介入群への介入終了後、両群に中間調
査を行った（2019 年 12 月）。続いて、
2020 年 1 月より 10 週間、遅延介入群へ
介入を提供した。遅延介入群への介入
終了後、2020 年 3 月に事後調査を、ま
た、2020 年 8～9月に追跡調査をそれぞ
れ行った。 
②介入の主な内容 
 神戸市灘区内の 2箇所を会場として、1回約 2時間、週 1回の介入を、10週間提供する計画と
した。介入内容は、縦断調査の結果を踏まえ、健康の自己管理能力を高めることを意図とした内
容とした。具体的には、運動行動、食行動、テレビ視聴時間と健康づくりに関する講義を行うと
ともに、それぞれの行動に関する目標設定・セルフモニタリング・自己評価を促す支援を行った。
また、講義の後、天候が良好である日は、集団でのウォーキングを実施した。なお、各自のその
日の体調等に合わせ、ウォーキングへの参加は任意とした。 
なお、新型コロナウイルス感染症の流行による影響で、遅延介入群に対する 9～10 回目の介入
は、会場での実施を中止とし、代替として、資料一式を郵送する形で実施した。 
③主な調査項目 
運動行動（1 日あたりの平均時間）、食行動（1 週間のバランスの取れた食事回数：新たに作
成）、テレビ視聴時間（1日あたりの平均時間）、運動の自己管理能力（自己調整：武田他，2006）、
食行動の自己管理能力（自己調整：新たに作成）、テレビ視聴の自己管理能力（自己調整：新た
に作成）、および基本属性などとした。 
 

参加への同意

事前調査(2019年8～9月)

参加時期の無作為割付

即時介入群 遅延介入群

週1回×10回の介入実施
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事後調査(2020年3月)
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週1回×10回の介入実施
(最終2回は資料郵送)

図1 介入の手続きの概要



４．研究成果 
（１）縦断調査の主な結果 
①調査の状況 
 事前調査は、1784 名（うち夫婦 612 組）から回答が得られた。このうち、1079 名から、今後
の調査依頼発送への了承が得られた。この 1079 名に 1 年後調査および回答依頼を行い、1 年後
調査へは 919 名（うち夫婦 214 組）から、また、3年後調査へは 854 名（うち夫婦 190 組）から
それぞれ回答が得られた。 
②就業状況・心理学的要因の変化が生活習慣・健康状態の変化に及ぼす影響 
 事前調査から 1 年後
調査の間の変化、およ
び、事前調査から 3 年
後調査の間の変化の 2
つの時間枠組みに注目
し、それぞれの時間枠
組みのデータを用い
て、図 2 に示した相互
関係性を検証するパス
解析を行った。 
 事前調査から 1 年後
調査の 1 年間の変化に注目したパス解析の結果（表 1）、就業の継続は運動行動の悪化と関連し
ている一方でテレビ視聴時間の減少とも関連していること、退職はフレイル状況および主観的
健康感の悪化と関連していること、健康の自己管理能力の向上は、運動行動の向上や健康状態
（フレイル、精神的健康、主観的健康感）の向上と関連していること、時間の自己管理能力の向
上は精神的健康の向上と関連していること、未来展望の向上は運動行動および精神的健康の向
上と関連していること、および、友人数の向上は運動行動の向上と関連していることが示された。 

表 1 就業状況・心理学的要因の変化が生活習慣・健康状態の変化に及ぼす影響：パス解析による 1年間の変化の検証 

  生活習慣の 1年間の変化  健康状態の 1年間の変化 

  運動行動 食行動 テレビ視聴時間  フレイル状況 精神的健康 主観的健康感 

1 年の就業状況の変化（参照：未就業のまま）       

 就業の開始 -0.03 -0.04 -0.01  -0.05 -0.10 -0.00 

 退職 -0.01 0.06 0.02  0.13** -0.07 -0.09* 

 就業の継続 -0.11* -0.05 -0.09*  -0.07 -0.04 0.02 

1 年の健康の自己管理能力の変化 0.15* 0.06 -0.08  -0.23*** 0.20*** 0.31*** 

1 年の時間の自己管理能力の変化 -0.04 -0.03 -0.06  -0.01 -0.10* -0.01 

1 年の未来展望の変化 0.09* 0.06 -0.03  -0.04 0.15* 0.05 

1 年の友人数の変化 0.09* 0.04 -0.06  -0.07 0.08 0.08 

表中の数値は、各生活習慣・健康状態の変化に対するパス解析の標準化総合効果を示す 

事前調査から 3 年後調査の 3 年間の変化に注目したパス解析の結果（表 2）、就業の開始はテ
レビ視聴時間の減少とも関連していること、退職はフレイル状況および主観的健康感の悪化と
関連していること、健康の自己管理能力の向上は、運動行動および食行動の向上、テレビ時間の
減少、および健康状態（フレイル、精神的健康、主観的健康感）の向上と関連していること、時
間の自己管理能力の向上はテレビ視聴時間の減少と関連していること、未来展望の向上は健康
状態（フレイル、精神的健康、主観的健康感）の向上と関連していること、および、友人数の向
上は精神的健康の向上と関連していることが示された。 

表 2 就業状況・心理学的要因の変化が生活習慣・健康状態の変化に及ぼす影響：パス解析による 3年間の変化の検証 

  生活習慣の 3年間の変化  健康状態の 3年間の変化 

  運動行動 食行動 テレビ視聴時間  フレイル状況 精神的健康 主観的健康感 

3 年間の就業状況の変化（参照：未就業のまま）       

 就業の開始 -0.04 -0.03 -0.12*  0.02 -0.04 -0.01 

 退職 0.01 0.02 0.06  0.08 -0.12 -0.02 

 就業の継続 -0.07 -0.01 -0.08  0.00 0.04 -0.00 

3 年間の健康の自己管理能力の変化 0.19** 0.11* -0.12*  -0.22** 0.24** 0.32*** 

3 年間の時間の自己管理能力の変化 0.00 0.04 -0.08*  -0.05 0.01 -0.02 

3 年間の未来展望の変化 0.05 0.04 -0.04  -0.11* 0.20*** 0.14** 

3 年間の友人数の変化 0.06 -0.01 -0.03  -0.03 0.11* 0.03 

表中の数値は、各生活習慣・健康状態の変化に対するパス解析の標準化総合効果を示す 
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図2 就業状況・心理学的要因の変化が生活習慣・健康状態の変化に及ぼす影響：
パス解析のモデル図



③生活習慣の変化の夫婦間の相互関連 
事前調査から 1年後調査の間の変化、および、
事前調査から3年後調査の間の変化の2つの時間
枠組みに注目し、それぞれの時間枠組みのデータ
を用いて、生活習慣の変化は、夫婦間で関連する
かどうかを分析した。 
相関係数を算出した結果、運動行動の 1年間の
変化を除いては、生活習慣の変化は夫婦間で相互
に関連することが確認された。 
 
（２）ランダム化比較試験（介入）の主な結果 
①介入の状況 
 139 名から参加が得られた。事前調査の後に参加
辞退した 1名を除く 138 名（うち、夫婦 31組）を、
即時介入群と遅延介入群へ無作為に割り付けた。こ
のうち、中間調査には 131 名（即時介入群 64名、遅
延介入群 67 名）、事後調査には 130 名（即時介入群
63 名、遅延介入群 67名）、追跡調査には 129 名（即
時介入群 62 名、遅延介入群 67 名）の回答が得られ
た。 
 即時介入群における介入参加回数は平均 8.63 回
／全 10回、遅延介入群における介入参加回数は平均
6.81 回／全 8回であった。 
②介入による自己管理能力の変化 
 混合モデルによる解析の結果、運動とテレビ視聴
については、介入による向上効果が確認された。す
なわち、即時介入群では、事前調査から中間調査で、
遅延介入群では、中間調査から事後調査で、運動お
よびテレビ視聴の自己管理能力得点（図 3、4）がそ
れぞれ有意に向上していた（ともに p<0.05）。テレ
ビ視聴の自己管理能力は、両群の追跡調査の得点の
ほうが、事前調査の得点よりも有意に高く、
（p<0.05）、介入の残存効果が示された。一方、運動
の自己管理能力は、両群の追跡調査の得点と事前調
査の得点との間に有意差が認められず、介入の持続
効果は明らかとならなかった。 
食行動の自己管理の能力に対しては、混合モデル
による解析で介入効果は示されなかった。 
③介入による生活習慣の変化 
運動行動に対しては、介入による向上効果が確認さ
れた。すなわち、即時介入群では事前調査から中間調
査で運動時間が、遅延介入群では中間調査から事後調
査で、それぞれ運動時間が増加していた（ともに
p<0.05）。また、事前調査と比較して、両群の追跡調
査の運動時間は有意に高く、介入効果が残存している
ことが確認された（図 5）。 
 一方、食行動とテレビ視聴時間に対しては、介入に
よる有意な効果は確認されなかった。 
④夫婦での介入参加と就業状況が介入効果に及ぼす
影響 
 介入効果の得やすさは、介入への参加状況（夫婦ま
たは個人で参加）や就業状況によって異なるかどうか
を、重回帰分析で検証した。その結果、夫婦で介入に参加することや、就業に従事していること
は、運動、食行動、テレビ視聴いずれの自己管理能力の変化量に対しても、また、運動行動、食
行動、テレビ視聴時間いずれの生活習慣の変化量に対しても、有意に回帰していなかった。従っ
て、夫婦での介入参加と就業状況によって、介入効果の得やすさに違いがあるとは言えない結果
となった。 
 
（３）得られた成果の国内外における位置づけとインパクト、今後の展望など 
 本研究の結果、研究開始当初の想定とは異なり、退職など就業状況の変化が生活習慣・健康状
態に及ぼす影響は、顕著かつ頑健性の高いものではないことが示された。すなわち、縦断調査に
おいて、1年間の変化に注目した解析と、3年間の変化に注目した解析とでは、就業状況の変化
の影響に関する知見が同一のものとはならなかった。また、ランダム化比較試験において、介入

表 3 生活習慣の変化の夫婦間の相互関連 

 1 年間の変化 3 年間の変化 

運動行動の変化 0.11 0.27*** 

食行動の変化 0.19** 0.28*** 

テレビ視聴時間の変化 0.19** 0.18* 

表中の数値は、相関係数（Pearson）を示す 
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図3 介入が運動の自己管理能力に及ぼす効果
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図4 介入がテレビ視聴の自己管理能力に及ぼす効果
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図5 介入が運動行動に及ぼす効果



効果の得やすさは就業状況に依拠していなかった。これらの知見は、就業状況によらず、高齢期
の健康的な生活習慣づくりを目指すことが可能であることを示唆している。また、これらの知見
は、高齢期の就業の健康影響の解明の一助となる知見と位置付けられる。今後は、就業状況とは
別の観点から、高齢期の健康的な生活習慣づくりのターニングポイントを探索していくことが
期待される。 
 また、本研究の縦断調査では、健康の自己管理能力が、様々な生活習慣や健康状態の変化に影
響していることが明らかとなった。本研究のランダム化比較試験では、生活習慣のうち、運動行
動については、自己管理能力を高めることで、望ましい習慣づくりを促進できるとともに、介入
終了後も促進効果は持続することが明らかとなった。一方で、食行動やテレビ視聴時間について
は、自己管理能力の向上による習慣形成効果は明確とはならなかった。これらの知見は、生活習
慣の種類によって、効果的な支援方法は異なることを示唆している。また、これらの知見は、健
康行動変容技法の体系づくりに寄与する知見と位置付けられる。今後は、どのような生活習慣の
場合は、どのような支援が効果的であるのかの系統的な検討が進められることが期待される。 
 加えて、本研究の縦断調査により、運動の 1年間の変化を除いては、生活習慣は夫婦間で相互
に関連することが明らかとなった。これらの知見は、本人の生活習慣が変わると、配偶者の生活
習慣も変わる傾向にあることを示唆している。また、これらの知見は、生活習慣が配偶者などの
他者に伝播していく過程の解明を進める起点となる知見と位置付けられる。今後は、どのような
機序で、夫婦間での相互の関連性が生じているのかを検証していくことが期待される。 
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